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下水道の接続率

接続率は、下水道が整備されたエリア内で実際に下水道に接続し
ている人口（世帯）の割合です。

接続率を100％に近づけることは、整備済みの施設をフル活用す
ることであり、投下資本の早期回収・企業経営の健全化の観点か
ら早期に100％に近づける努力が必要です。

接続率は、整備済み人口に占める新規整備人口の割合、新規接続
の有無、全体的な人口減少等により変動します。

接続率（％）＝接続人口（世帯）/整備済みエリア人口（世帯）×100

①接続人口：１６人

②整備済みエリア人口：２０人

接続率（①÷②×100）

＝80％

：下水道管

：下水道接続済み

：下水道未接続

◆供用開始後、着実に接続率が上がっている。

◆今後も、接続促進に向けた普及啓発活動を継続していく。

出典：郡山市上下水道ビジョン(R1年度作成)指標値
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・整備済みエリア内で新規接続があった場合
接続人口 増

整備済みエリア人口 横ばい

・新規整備人口が多い場合
接続人口 増

整備済みエリア人口 大きく増

・新規整備人口が横ばいで人口減少も進む場合（現状）
接続人口 減

整備済みエリア人口 横ばい※

＝ 接続率 増

＝ 接続率 減

～接続率の変動の例～

＝ 接続率 減

※既整備エリア人口 減 ＋ 新規整備済みエリア人口 増

下水道整備済みエリア

△2.0%

＋0.2%

△1.3％

各人口と接続率の推移
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近年の下水道整備エリアにおける接続率の推移

富田町字丸山、喜久田町堀之内、八山田 等

汚水処理施設の10年概成

平成２６年1月３０日付(平成2５年度) 国土交通省・農林水産省・環境省 通知

・汚水処理施設の未整備箇所が存在することから、令和８年度までの汚水処理施設の概成を目指すこと。

※「汚水処理施設の概成」とは、下水道、農業集落排水施設等、合併処理浄化槽、コミュニティプラントの汚水処理施設による

整備人口の総人口に対する割合（汚水処理人口普及率）が９５％以上となること。

〇汚水処理施設の状況（令和４年度末現在）
下水道：整備中
農業集落排水施設：概成（整備済み）
合併処理浄化槽：個人が設置 汚水処理人口普及率 93.2％

〇整備方針
・人口密度、合併処理浄化槽の設置状況等から優先整備箇所を抽出し、

下水道の整備を進める。
・現在、下水道の整備には国費を充当しているが、概成の目標年度

（令和８年度）以降は国費の配分が不透明。概成に向け、国費を有効
活用していく。

整備優先度
大

小

堀之内

宝田

当面の下水道整備箇所

八山田

御前南

富田東
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参考

出典：国土交通省ホームページ

下水道と他の汚水処理施設
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それぞれの施設の特徴を活かしつつ、連携して整備･管理を行うことが重要であり、地域毎の特性を
踏まえ、汚水処理施設全体として、計画的かつ効率的な整備･管理に努める必要があります。

参考

参考：下水道事業の手引（令和４年版）

支出収入

下水道
管きょ
整備費
(補助)

国負担
５０％

企業債
４５％
受益者負担金
５％整備区域の土地所有者に

賦課する下水道整備負担金

企業債とは借入金の
ことで、普通交付税
措置の対象となる。

国からの交付金(補助金)

下水道整備(補助)の財源構成イメージ
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使用者区分 使用者
０〜２０㎥使用者
２１〜４０㎥使用者
４１〜１００㎥使用者
１０１〜２００㎥使用者
２０１〜４００㎥使用者
４０１〜１０００㎥使用者
１００１〜㎥使用者

小口使用者
（各家庭等）

中間使用者
(事業者等)
大口使用者
（工場等）

下水道使用者区分について(2か月使用した場合)

汚水量(㎥) 1㎥当りの料金
21〜40 176円
41〜100 203円
101〜200 230円
201〜400 263円
401〜1000 291円
1001〜 318円

基本使用料
超過使用料

0〜20㎥
まで
2,612円
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有収水量 契約戸数

小口使用者（家庭等）
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小口使用者の世帯数、有収水量共に、０～２０と
２１～４０の区間については、増加傾向にあった。

４１～１００の使用者については、令和２年度に増
加したが、減少傾向に転じた。

(㎥) (戸)

(㎥)
(戸)
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201～400m3 使用者

有収水量 契約⼾数

中間使用者（事業者等）

令和2年度に増加したが、その
後減少に転じている。

全体的に減少傾向で
ある。
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大口使用者(工場等)
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401～1000m3 使用者

有収水量 契約⼾数
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1001～m3 使用者

有収水量 契約⼾数

大口利用者は、令和２年度に減少し、その後
は横ばいで推移している。
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322,860 321,905 320,406 318,526 316,383 

140,629 141,989 143,278 143,999 145,008 
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行政区域内人口 行政区域内世帯数

（参考）行政区域内人口・世帯数の推移

【世帯数】【人】

行政区域内人口は減少しているが、世帯数は増加している。

3.1%増

2.0%減
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22,153 22,126 22,388 22,315 22,103 

222,272 222,377 221,842 220,297 219,431 

96,477 97,506 98,341 98,681 99,480 
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人口と有収水量の分析

下水道の水洗化人口（接続人口）が減少しているが、世帯数は増加しているため、
２０１８年と２０２２年の有収水量を比較すると0.2%減とほぼ横ばいである。

1.3%減

3.1%増
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0.2%減

176.9 175.9 
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使用料単価

【円/m3】 令和２年度に大口使用者が減少し、１㎥当り

の使用料単価が減少、令和２～４年度は横ば
い傾向である。

使用料単価分析

下水道使用料単価の分析結果

使用料単価＝
有収水量

使用料収入
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2.0%減



有収水量と使用料収入の分析結果

22,153 22,126 
22,388 22,315 
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3,917,908 

3,891,551 3,867,244 3,860,087 
3,832,111 
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有収水量 使用料収入

【千円】【千m3】

有収水量が横ばいでも使用料単価は減少した
ため、収入は減少した。

有収水量・収入分析
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0.2%減

2.1%減
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第１期 第２期 第３期

３年間 ５年間 ５年間

2017(H29).4.1～2020(R2).3.31 2020(R2).4.1～2025(R7).3.31 2025(R7).4.1～2030(R12).3.31

●水道料金等徴収業務 ●水道料金等徴収業務 ●水道料金等徴収業務

　・窓口受付 　・窓口受付 ●開閉栓業務

　・メーター検針 　・メーター検針 ●システム賃貸借

　・料金等の徴収、滞納整理 　・料金等の徴収、滞納整理 （料金、給水装置台帳管理）

　・給水停止 　・給水停止 ●メーター取替業務

●給水装置業務

（給水装置工事の審査・検査、

　指定給水装置工事事業者、貯水槽

　水道の指導、メーター在庫管理）

受託者選考方法 公募型プロポーザル 公募型プロポーザル 公募型プロポーザル

委託期間

委託内容

１ 業務委託の経緯
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２ 委託による業務の効果

20,349 
19,134 

16,295 

14,392 
12,957 

11,600 

99.08% 99.13% 99.27%
99.14%

99.34% 99.34%
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97.00%

97.50%

98.00%
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99.50%
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20,000

H28

(2016)

H29

(2017)

H30

(2018)

R1

(2019)

R2

(2020)

R3

(2021)

直営 第１期 第２期

収納率・停止予告通知書発送件数 停止通知

収納率件数

【収納率】
99.08%

99.34％
上昇

【発送件数】
▲8,749件
(43％減)

※２期(４か月分)連続で
未納の場合に通知する

※
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３ 委託によるコストの効果

人件費等

132,891 

検針委託料

66,323 

その他 4,900 

料金徴収等委託

料 185,976 

0 50,000 100,000 150,000 200,000

H29委託料

H28経費

包括委託前と委託後の比較（第１期）

合計
204,114

縮減
▲18,138

【委託前】

【委託後】

【単位：千円】
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参考 正職員数の推移
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